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代表質問 質問項目 
 

質 問 項 目 要 旨 

１ 孤立死の防止対策に 
ついて 

１、 厚生労働省からの通知の中で、「孤立死」

の防止に有効と考えられる取り組みを

実施する場合、必要な経費については、

Ｈ24 年度中に新たに取組む市町村には、

２年間の時限的な国補で「セ―フィティ

ーネット支援対策等事業費補助金」の

「地域福祉等推進特別支援事業」の対象

とすることが可能とありますが、国から

の補助を受け、高齢者に限らず若い世代

も含める支援策としての、「地域づくり

の推進」を行う御考えが有るでしょう

か？御答弁を宜しく御願い致します。 

 

２、以下３点についてどのように取組されて

いるのかを御聞き致します。 

① 要支援者の為の情報把握と支援がスムー

ズに行える為の各部局や課内での相互の

情報共有や一元化推進について。 

②  ガス、電気、公共団体や各種関係団体と

市当局との要支援者の情報収集のための

連携強化推進について。 

③ 地元自治会、民生委員の方々や民間各種

団体等に対して、一定の場合に個人情報

保護の適用外となる範囲の理解促進につ

いて。以上３点につきまして、御示し下

さい。御答弁を宜しく御願い致します。 
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質 問 項 目 要 旨 

２ 老齢者医療費助成制度 
廃止について 

１、山梨県老人医療助成制度廃止に伴う対象

の６８、６９歳の「対象者数」はどの位

の人数となるのか、本来対象者に対する

「医療費助成額」の拠出は総額幾ら程度

が必要になるのかを御聞かせ下さい。 

 

２、 国、県の制度改正や高齢化率の上昇など

により、今回の山梨県の高齢者医療費助

成制度廃止を受け、市行政として今後ど

の様に対応されていくのか、当局のお考

えを御聞かせ下さい。 

 

３ 通学路安全性対策の 
総合的取組みについて 

１、甲府市において、各３省庁からの通知の

発出を受け、道路等所管の関係各部署も

含め、学校関係者や、保護者と共に先月

８月末までに「緊急合同総点検」が実施

された調査結果は、どの様な結果であっ

たのか、まずその総点検結果について伺

います。 

 

２、 今回の「緊急合同総点検」の結果と、

１２月に国へ提出期限を向かえる「緊急

合同点検を受けた対策の実施検討報告」

を「点検のための点検」に終わらせない

為「対策方法」の提出と共に「甲府市交

通安全条例」をサフィックスして、「通学

路の安全対策」を条項にして条例に高め、

市民皆で守るべき拠所として「対策の見

える化」をすべきでないかと考えますが

如何でしょうか？御答弁を御願い致しま

す。 
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質 問 項 目 要 旨 

４ ゲリラ豪雨対策について １、国の法案内容、諸課題を勘案して、市の

各施設に対し「流域治水」を目的とし、

「雨水浸透桝」「防災調整池」「防災調節

池」設置の御考えが有るか御伺いしま

す。またこれと併せ、一般家庭について

も施策拡大策として「雨水枡、雨水浸透

桝の設置補助助成制度」等の創出につい

ての当局の御所見を御聞かせ下さい。 

 

２、 浸水発生多発地域への浸水予防策と

して、新たな宅地造成等の開発申請が行

われた場合、開発面積や規模に応じ、ま

た過去からの浸水被害発生状況や、雨水

の浸透能力等の基準で総合的に判断し

て、「雨水浸透桝」や「防災調整池」「防

災調節池」等を「流域治水」対策措置と

して行える形にした、条例改正も含む設

置努力義務等の施策創設の御考えが有る

のか、この点につき当局の御見解をお示

し下さい 
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○ 佐藤茂樹 議長  次に、公明党の代表質問を行います。 

佐野弘仁君。 

 

○公明党の佐野弘仁でございます。本日は、公明党を代表

して質問をさせていただきます。 

登壇させていただくに当たり、きょうよりあすへと、ま

た新たな思いに立ち、市民の皆さんと語り、その声を市政

へつなげ、甲府市政発展の一助に尽力してまいる決意であ

りますので、どうかよろしくお願いをいたします。 

去る８月２０日に、本県出身の日本人女性ジャーナリス

ト、山本美香さんがシリアにて取材中に銃撃を受けて亡く

なられました。正義の報道を貫かれた崇高な人生に敬意を

表するとともに、謹んでここに哀悼の意をささげたいと思

います。また、シリアには、一日も早い紛争の解決と平和

な国づくりを目指してもらいたいと、強く切望をいたしま

す。 

我が国も本年で戦後６７年を過ぎました。残された者が

悲しい思いをする戦争や紛争は二度と起こしてはならない
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との不戦の誓いを新たにする思いであります。 

戦争ほど悲惨な、そして残酷なものはないと強く訴え、

以下質問に入ります。どうかよろしく 

お願いをいたします。 
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＜ 孤立死の防止対策について ＞ 

最初に、孤立死の防止対策について質問をいたします。 

不幸にも誰にもみとられずに亡くなられてしまう孤立死が

全国的に問題となっております。若年から高齢者までの広

い年齢層に及んで発生している孤立死は、悲しい言い方で

すが、緩慢な自殺とも言われております。社会とつながれ

ないため、社会の中でＳＯＳが出せない、ＳＯＳを出して

いるが、なかなか受け入れてもらえない状況がいつも続く

と、生きる希望がなくなり、自死に近い形での孤立死につ

ながってしまうことが往々にしてあることだそうです。人

がたやすく亡くなってしまうことは絶対的によくないこと

であるはずです。しかし、ここに現代社会が抱える大きな

問題があると思われます。 

本市では、高齢者世代への公助としてのセーフティーネ

ットはふれあいペンダント事業があり、毎年相応の予算が

計上をされております。利用者や市民の皆さんからも、見

守り効果が高いとのたくさんのよい評価を得ております。

また、このほか障害者に対しては、甲府市救急あんしん情
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報セット等の施策も承知をしております。 

しかし、公助は、申請を行った者や特定年齢など、支援

すべきことが明確になっている方々への対応は当然手厚く

できますが、守るべき対象者層の限定や予算の制約などが

あり、また、何らかの理由により申請しない方々、諸事情

により申請できない方々、申請をちゅうちょしている人 

たちへは支援が及ばない現状があります。 

こうした公助にはおのずと限界があることから、これか

ら求められる支援として、まず、地域の皆で助け合う人と

のつながり合いの共助が最重要であります。そして、共助

をさらに進めるために、民と行政がお互いの限界点を両者

が理解し補い合えば、強いタッグを組んで進めていくこと

ができるものであると考えております。 

直接共助を担っていただいている自治会や民生委員等、

ＮＰＯやボランティア組織は、高齢者だけでなく、若い世

代での支援が必要な者や、障害者等の要支援者に対し、微

細に入り無私の支援をしていただいております。 

人と人とのつながりが希薄になってしまった現代社会に
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おいて、これらの団体や人々こそ共助の最も重要なファク

ターを担っている方々であると考えております。しかし、

私も自治会役員をさせていただいて感じることですが、現

在この方々も、大事な活動を行う上で個人情報保護法の壁

が大きく立ちはだかっております。名簿の作成はおろか、

実態の把握さえできないこともあります。現場で支援を行

っている最前線の当局の皆さんも、世間の間違った認識を

含め、同じような思いをされているものだと考えておりま

す。 

これらの状況を打開するため、去る５月１１日、厚生労働

省より、孤立死の防止対策について、改めてその予実管理

の方法や防止対策が取りまとめられ、さらに先進的な取り

組みを実施している地域の事例までが紹介されている総合

的な通知が発出されました。 

そこで、１点目の質問でございます。この通知の中で、孤

立死の防止に有効と考えられている取り組みを実施する場

合、必要な経費については、平成２４年度中に新たに取り

組む市町村には、２年間の時限的な国庫補助でセーフティ
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ネット支援対策等事業費補助金の地域福祉等推進特別支援

事業の対象とすることが可能とありますが、国からの補助

を受け、高齢者に限らず若い世代も含める支援策としての

地域づくりの推進についてはどのように取り組みされてい

るのでしょうか。御答弁をよろしくお願いいたします。 

次に、２点目の質問でございます。 

同様にこの通知を受け、以下３点についてどのように取り

組みされているのかをお聞きいたします。 

１、要支援者のための情報把握と支援がスムーズに行える

ための各部局や課内での相互の情報共有や一元化推進につ

いて。 

２、ガス、電気、公共団体や各種関係団体と市当局との要

支援者の情報収集のための連携強化推進について。 

３、地元自治会、民生委員の方々や民間各種団体等に対し

て、一定の場合に個人情報保護の適用外となる範囲の理解

促進について。 

以上３点につきまして、見解をお示しください。御答弁を

よろしくお願いいたします。 
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○福祉部長答弁（長田一弘 福祉部長） 孤立死の防止対策

についてお答えいたします。 

最初に、国の補助金を活用しての地域づくりに関しまし

ては、従来より、民生委員活動を初め、配食サービス時の

安否確認や地域包括支援センターによる相談支援、さらに

は、国の補助による地域福祉等推進特別支援事業を活用し

た社会福祉協議会の小地域ネットワーク活動との連携など、

さまざまな施策を講じながら、生活問題を抱える方々の把

握と見守りに努めているところであります。 

また、日常生活の安全・安心を確保するためのひとり暮

らしの高齢者などを対象としたふれあいペンダント事業や、

地域住民の触れ合い、交流を促進して、閉じこもりがちな

高齢者の孤独感や不安感を解消するためのいきいきサロン

事業などにも積極的に取り組んでおります。 

今後も、こうした取り組みを着実に推進することにより、

支援を必要とする方々を見逃すことなく、必要な支援を的

確に提供できるよう努めてまいります。 

次に、要支援者にかかわる情報の共有や一元化につきま
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しては、現在、関係部局等が連携し、情報を共有し一元化

する中で、市民の方々のさまざまな不安の解消に向けた相

談や支援を行うため、市民生活支援等推進庁内連絡会議を

設置し、その円滑な推進に努めているところであります。 

次に、ガス・電気事業者等との連携強化推進につきまし

ては、孤立死などの痛ましい事故を未然に防ぐため、庁内

では、従来から上下水道局や住宅課との連携を図っており

ますが、今年度、新たに電力会社につきましても、福祉事

務所の連絡先等を記載したチラシを必要に応じて配布して

いただくとともに、当該事業者が生活困窮者と把握できた

場合にも、福祉事務所へ連絡するなどの協力体制を整備い

たしました。 

また、ガス会社につきましても、現在、調整を行ってお

り、協力体制が整い次第、連携を図ってまいります。 

最後に、地元自治会や民生児童委員等からの情報の提供

につきましては、これまでも、民生児童委員を初め地域住

民の方々が生活困窮者等の情報を把握した場合、プライバ

シーの保護に配慮しつつ、本市関係部局等へ御連絡いただ
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き、連携を図る中で適切な支援を行ってきたところであり

ます。 

今後におきましても、支援を必要とする方々の情報が速

やかに把握できるよう、地元自治会や民生児童委員などの

皆様に対し、さまざまな機会を通じて理解を求めてまいり

ます。 

以上でございます。 

 

○ 佐野弘仁 再質問・要望 

○まず、第１点目の御答弁に対しての再質問、１点させて

いただきたいと思います。 

高齢者世帯のみならず、若い世代に対しても、安心生活

創造事業としての新たな地域づくり推進の国庫補助定額は

１０分の１０相当、原則上限１，０００万円程度の補助に

ついては使わない手はないかと思います。高齢者のみでは

なくて、あらゆる世代に対しても必要ではないかと思って

おります。例えば、地域などで支援を必要としている人の

実態調査や、一時的に人員が必要な場合など、臨時的に予
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算が必要な場面というのは往々にしてあると思っておりま

す。このような局面や予算を充当できなかった部分、ちょ

っと不足しているような部分について、上手に計画を立て

れば、またこの国庫補助が可能と思われますが、福祉財政

が厳しい折、国からのこうした補助をもう少し受けて、現

実的に現行制度の補完を行って、充実を図るための事業の

活用を検討されたいというふうに思っております。 

市行政がイニシアチブをとって、共助まで今まで以上にバ

ックアップできる体制を行うように、民に対して悲惨な孤

立死を起こさせない援助を、さらに国民健康保険を使って

推進されるということを要望させていただきたいと思いま

す。 

また、次に、２つ目の御答弁に対してですが、連絡協議会

等を持って周知をされているということですが、私も去る

７月８日にある障害者団体の会合へ出させていただきまし

た。その後も要支援者の方たちとの会合にも出させていた

だいたんですが、この皆さんの御意見を伺えば、まだまだ

個人情報に対して間違った認識をされている、そういう場
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合が多いことを認識いたしました。 

それが理由で保護活動がおくれないようにする目的の予

防措置の観点から、このような各種関係団体に対しても、

さらなる理解促進の周知活動を積極的に推進していただき

たいと思います。 

これは要望としてお願いしたいと思いますので、以上２

点、どうかよろしくお願いしたいと思います。 

第１の質問の区切りとさせていただきます。ありがとうご

ざいました。 
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＜ 老齢者医療費助成制度廃止について ＞ 

次に、老齢者医療費助成制度廃止についてお伺いをいたし

ます。 

この制度は、６８歳、６９歳の低所得者の医療費について、

県と市町村が一部をそれぞれ助成し合い、本人自己負担割

合を１割に軽減するという制度であります。山梨県はこの

老人医療費助成制度について、本年平成２４年度末をもっ

て廃止することを決定いたしました。 

しかし、廃止するに当たっては、今社会が直面している

生活保護と最低年金等の逆転の問題を含めて、廃止対象年

齢に当たっている方々の経済状況を踏まえ、事命にかかわ

る医療費補助に関する問題ですので、十二分に検討して慎

重に検討し、当たらないといけないと考えるものでありま

す。 

この制度を廃止する理由として、山梨県は３点を挙げて

おります。まず１点目として、現行制度に移行して平成  

１７年度以降、国の高齢低所得者に対する医療費などの自

己負担の軽減措置が充実してきたこと。２点目として、  
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国が７０歳から７４歳までの自己負担割合を１割にとどめ

ている現行措置の見直しを検討することを明らかにしたこ

と。３点目には、他県では見直しが既に進んでおり、本県

とほぼ同等の制度を持つ団体数は、平成１７年度の２０団

体から平成２４年度には本県を含む４団体、山梨県のほか

は、新潟県、滋賀県、京都府へと大幅に減少していること 

などを挙げております。 

甲府市の老齢者医療費助成制度は、何回かの見直しを経

て、現在は６５歳以上７４歳以下の非課税世帯者を対象に、

医療機関受診時の自己負担が１割となる制度として実施さ

れております。 

そこで、まず１点目の質問としてお尋ねいたします。こ

の廃止に伴う対象の６８歳、６９歳の対象者数はどのぐら

いの人数となるのか、本来対象者に対する医療費助成額の

拠出は総額幾ら程度が必要になるのかをお聞かせください。 

次に、２点目の質問として、国、県の制度改正や高齢化率

の上昇などにより、今回の山梨県の老人医療費助成制度廃

止を受け、市行政として今後どのように対応されていくの
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か、当局のお考えをお聞かせください。 

 

○ 福祉部長答弁（長田一弘 福祉部長） 

県老人医療費助成制度の廃止に伴う影響と今後の対応に

ついてお答えいたします。 

山梨県の老人医療費助成制度は、６８歳、６９歳の市民税

非課税世帯の医療費自己負担３割を１割に軽減するための

制度でありますが、山梨県におきましては、この助成制度

を２年間の経過措置を設ける中で、平成２４年度末で廃止

することを決定いたしました。 

山梨県の制度にかかわる対象人数はおよそ１，０００人、

医療費助成金額は、平成２３年度決算額で６，３６３万円

であり、県制度が全て終了いたしますと、県補助金として

約３，０００万円が減額となる見込みであります。 

今後の対応につきましては、県制度の廃止を踏まえ、国

の動向や他都市の状況等をも考慮する中で、今後の事業の

あり方について検討を進めてまいります。 

以上でございます。 
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○議長（佐藤茂樹君） 佐野弘仁君。 

○丁寧な御答弁、大変にありがとうございました。 

このような人数が対象であり、本来の弱者保護の観点から

は、現行の国庫補助は必要だというふうに考えます。 

本来は甲府市の責任じゃないことは十分承知をしており

ますが、しかし、今大切なことは高齢者の弱者保護であり

ます。山梨県については、廃止を決定する時点で、補助打

ち切り実施後に予測される市町村ごとのネガティブな困り

事の項目をもっと具体的に吸い上げる体制を行っていた 

だきたいと思っております。本市を含め、各市町村の現実

問題として、予算補塡をどうするのかといった問題がある

わけですから、どうか今後については、本市が各市町村の

先頭を切って山梨県に対して働きかけを行っていただきた

く、また、協議もあわせて進めていただきたいことを強 

く要望いたします。 

以上、要望をもって終わりとし、第２の質問の区切りと

いたします。 
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＜ 通学路の安全対策の総合的な取組みについて ＞ 

次に、通学路の安全対策の総合的な取り組みについてお伺

いをいたします。 

本年４月２３日、京都府亀岡市での児童、保護者の列に車

が突っ込み、１０人が死傷するという痛ましい事故が発生

し、その後も各地で登下校時の児童が死傷する事故が立て

続けに発生をいたしました。 

過去、本件に関しては、本年６月、斉藤議員が質問に立

ち、我が会派では兵道代表が平成２１年３月本会議定例会

にて質問を行い、植田議員がやはり本年６月で一般質問を

行いました。６月に出された文部科学省、国土交通省、警

察庁からの総合的通学路の安全対策の通知発出の内容に 

ついてと本会議での当局答弁を踏まえ、今回は私のほうで

も続けてではありますが、総括的に質問をさせていただき

ます。 

公明党としては、２０年前から通学路総点検の提唱をし、

子供たちの命を守るために全力で取り組んでまいりました。

本年４月２６日に党内にプロジェクトチームを設置、５月
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１６日には、文部科学省大臣に対して通学路の安全対策に

ついての緊急提言を行いました。これを受け、文部科学省、

国土交通省及び警察庁から５月３０日には全国に通知が発

せられ、６月２６日には通学路の安全対策のための有識者

懇談会が設置され、官民の知恵を結集しての総合的通学路

の安全対策としての施策推進がなされております。 

私も毎朝、地元小学校、中学校のスクールゾーン交差点

に立って１年半となりました。時間外進入車両への声がけ

を繰り返し行う中で、当初と比べて激減はしましたが、抜

け道として利用するために進入してくる車両も若干台があ

り、通学児童、生徒に危険が及ばないようにと常に心がけ

対応を行っております。 

児童生徒が仮に命に及ぶような事故に遭遇すれば、その

後の人生さえも左右しかねない後遺症も残る場合がありま

す。私も６歳のときに重体に陥るような交通事故に遭遇し

ておりますが、次世代を担う大事な子供たちにこのような

悲しい思いや、不注意から発生する想定外などの事故が 

断じてあってはならないものと考えております。 
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通学路の安全対策については、山梨県内の２７市町村 

での６月１４日現在まででの実態調査、通学路の安全確保

に向けた取り組み状況を確認したところ、いまだ計画段階

の市町村が多い中、本市においては、６月本会議の当局答

弁のとおり、学校安全の推進に関する計画を参考に、通学 

路マップで通学路点検を市内全小中学校で実施、１３校ほ

どが警察、道路管理者と取り組みを開始していると、他市

町に先駆け、先進的な取り組みが行われております。 

市長を初めとした当局の御努力には一市民として誇りに

思えることとともに、親御さんの安心感はどれほどのもの

かと考えればうれしく思います。このことは市民の皆さん

によく伝えたいことであります。 

そしてまた、甲府市には１５年前の平成９年策定の甲府

市交通安全条例があります。現在、このような交通安全に

関する基本条例を制定している都道府県は６県のみ、中核

市、特例市などにもさほど多くはなく、交通安全計画のみ

の策定が多い中で、本市は先進市と言えるものと考えて 

おります。 
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そして、交通安全基本条例制定がされている地方自治体

の制定後の追跡調査の結果からは、条例制定がなされてい

る地方自治体は、されていない自治体より事故の減少スピ

ードは大きく、高い減少傾向にあるとの調査結果も出てお

ります。これは警察署だけに任せるのではなく、行政も 

主体者としての責任を持ち、市民と協働で推進していく 

ことが功を奏しているものであると考えております。 

しかし、減少傾向にあるといっても、過去からの交通事

故概況の数値データから勘案すると、事故種別やその内容

は社会状況に応じて年々刻々と変化しているものでありま

す。したがって、通学路の安全点検も、現在の事故発生が

多い変化点には見直しを即座に行い、本市の条例に盛り 

込んで推進することが、通学路での事故抑止効果と予防の

ための対策効果が高まり、さらに減少効果に貢献、寄与す

るものと考えております。 

住民一人一人の安全確保、通学路の安全対策も含めて、

学童児童の安全確保の根拠となる交通安全条例ですので、

その意味では、さらなる改定には大きな意義があると考え
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ております。 

そこで、１点目の質問でございます。甲府市において、

各３省庁からの通知の発出を受け、道路等所管の関係各部

署も含め、学校関係者や保護者とともに、先月８月末まで

に緊急合同総点検が実施された調査結果はどのような結果

であったのか、まず、その総点検結果について伺います。 

２点目としての質問です。今回の緊急合同総点検の結果

と、１２月に国へ提出期限を迎える緊急合同点検を受けた

対策の実施検討報告を点検のための点検に終わらせないた

め、対策方法の提出とともに、甲府市交通安全条例をサフ

ィックスして、通学路の安全対策を条項にして条例に高 

め、市民皆で守るべきよりどころとして対策の見える化を

すべきではないかと考えますが、いかがでしょうか。御答

弁をお願いいたします。 

 

○市民生活部長答弁（萩原 泰 市民生活部長） 

 甲府市交通安全条例の見直しについてお答えいたします。 

登下校中の児童等の痛ましい事故が相次ぐ中、全国で通学
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路の緊急合同点検が実施され、交通安全を早期に確保する

取り組みが行われています。 

このようなことから、国に対し、交通安全対策基本法に

人間優先の理念を明確に位置づけることや、通学路の法的

位置づけの明確化、無免許運転の防止策の再検討など、関

係法規制の見直しについての提言もなされています。 

本市におきましても、国における交通安全対策基本法を含

めた関連法改正の動きを注視する中で、関係条例等の整備

について検討してまいりたいと考えております。以上です。 

 

○教育長答弁（長谷川義高 教育長） 通学路緊急合同点検

についてお答えいたします。 

本年４月以降、登下校中の児童生徒等が巻き込まれる交通

事故が相次いで発生していることから、文部科学省、国土

交通省及び警察庁の３省庁が連携し、通学路の安全確保を

図るための通学路における緊急合同点検実施要領が作成さ

れたところであり、本市においても７月下旬から８月下旬

にかけて、この要領に沿って緊急合同点検を実施したとこ
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ろであります。 

この合同点検は、学校、教育委員会、県及び市の道路管

理者、地元警察署を基本に、地域代表者やＰＴＡ代表者に

も参加をいただく中で実施し、学校から危険箇所として報

告されていた市内１３１カ所全てにおいて安全対策の必要

性が確認されたところでございます。 

今後は、この合同点検の結果をもとに、道路管理者及び

地元警察署からの助言や、通学路における交通安全の確保

に関する有識者懇談会の意見を参考にしながら、横断歩道

やグリーンベルトの設置など、ハード面の対策のほか、ス

クールゾーンにおける取り締まりの強化や通学路の変更 

及び児童への安全指導など、ソフト面での対策も含めた具

体的な対策案を作成し、関係機関に対し必要な要望を行う

中で、対策の実施を図ってまいります。 

もとより、通学路における交通安全の確保のためには、

危険箇所の改善を図るとともに、児童生徒の発達段階に応

じた安全指導、安全学習が必要となることから、児童生徒

みずからが危険性を予測し、みずからの身を守るための交
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通安全教育にも引き続き取り組んでまいります。 

以上でございます。 

 

○佐野弘仁 再質問 

大変御丁寧な御答弁、ありがとうございました。 

私も、先ほどお話ししたとおり、スクールゾーンに立つん

ですが、モラルというのは相手のあることなんですが、ま

ずはハード面と、それからソフト面で立ち上げながら、事

故防止をしていただきたいと思います。 

また、行政は条例等で法的根拠を制定して、法規制により

その法的バックアップを図る中で、市民の権利義務を守る

機関であるものというふうにも考えております。 

その中で、現状の全国的な登下校中の子供たちを襲う痛ま

しい事故が相次いでいるということは、本市でも喫緊の課

題として早急に手を打つということは、先ほどの御答弁で

もあるとおりでございますが、まず、その上でお尋ねをし

たいと思います。 

合同総点検や、点検を受けた対策の実施をスピーディー
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に年次的に行えるように、現場単位の規範である行動計画

や綱領、要綱を改定して、通学路の安全対策の総合的な取

り組みが継続的に、フレキシブルに行えるような見直しの

お考えがあるでしょうか。御所見をお伺いいたします。 

 

○市民生活部長答弁（萩原 泰市民生活部長） 

 要綱等に規定をしてはどうかという御質問ですけれども、

条例等につきましては、先ほど御答弁させてもらいました

とおり、国の動向等を見ながら検討させていただきますけ

れども、今、甲府市では、交通安全に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために、国と県、それから警察など、

交通安全に関する機関で構成をする甲府市交通安全対策会

議において、５年ごとに甲府市交通安全計画を定めており

ます。 

さらに、この計画を実効性あるものにするために、甲府

市交通安全対策会議において、毎年実施計画を定めており

ます。その実施計画の中に通学路の安全対策などの施策も

位置づけておりますので、今後におきましても、この実施
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計画を実施する中で適切な対応を図ってまいりたいと思っ

ております。以上です。 

 

○佐野弘仁 再々質問 要望 

大変にありがとうございました。 

綱領や要綱、計画がちゃんと決まっているということで

すので、ぜひこのＰＤＣＡの中でチェックをしながらやっ

ていっていただきたいと思います。どうか通学児童、生徒

の安全確保のためについては善処していただきたく、最後

要望をいたしまして、以上で第３の質問の区切りといた 

します。 
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＜ 流域治水によるゲリラ豪雨対策について ＞ 

４項目として、最後の質問でございます。流域治水による

ゲリラ豪雨対策について質問をいたします。 

初めに、気象庁の分析によれば、山梨も含め全国１４４

地点で１０分間に１５ミリ以上の猛烈な雨が降った日数の

調査を行った結果では、１９８１年から２０１０年の３０

年間で４７％の増加が見られております。 

ゲリラ豪雨は、最近特に多くなっている一極集中型大雨

の降雨形態であり、一度発生すると浸水被害も大きいこと

がよく知られております。しかし、もう１つの大きな浸水

要因は、コンクリートやアスファルトなどで地表面が覆わ

れ、浸透能力や保水能力がともに低下していることでも 

あります。これもまた、浸水被害発生の引き金になってい

ることがわかっております。 

いまだ記憶に新しい昨年９月２１日の甲府市を襲った 

ゲリラ豪雨は、降雨時間は１時間程度と短かったものの、

降雨量は２０．５ミリメートル・パー・アワーの豪雨であ

りました。この日は甲府市東部地域の野間川流域に雨水が
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集中し、玉諸小学校近隣住宅の一部地域に３０センチメー 

トル程度の浸水が発生したとのことで、市民から連絡をい

ただき現地を確認いたしました。 

ゲリラ豪雨の場合、浸水範囲はそれほど広くなく、浸水

深さも３０センチメートル以下である場合が多いと知られ

ています。しかし、道路と水路との境界に安全柵などが設

置されていない場合、たとえ３０センチメートルの浸水だ

としても、水路と道路の境界がわからず、河川への転落 

の危険性が高まります。 

このような箇所等については当局も、市民から各部局に

連絡があれば、危険箇所の確認に現地へ急行してくれ、ま

た改修等も迅速に対応されております。ありがたいことに、

市民からも高く評価されているところであります。 

さて、甲府市全体の洪水対策についてですが、過去、桜

井議員を初め諸先輩議員から本会議で何度も取り上げられ、

都度、当局も限られた予算の中で対策や改修がなされてい

ることを確認しています。しかし、年が重なるほど、護岸

の劣化や洪水を防ぐ水門、排水機場や洪水対策にサブ的 
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役割を持つ遮集渠ポンプなど、中には当初稼働時より  

６０％程度に水揚能力が低下している場合があるというこ

とも否めず、市内の河川管理施設の老朽化は確実に進行し

ております。 

全国的に見ても、２０２９年度には建設後５０年以上を

経過してしまうような河川管理施設は５１％にも上ると予

想されています。 

本市では、市民の生命・財産を守る公共施設を整備する

ため、費用低減と優先度の両側面から管理する手法として、

計画的な管理・修繕でその寿命を延ばすアセットマネジメ

ントが採用され、改修が進められていることは承知してい

ますが、次年度以降については、今国会にて継続審議中の

防災・減災ニューディール推進基本法などが可決されるこ

とにより、地域の実情に応じた地域からの積み上げで防水

対策などの進捗速度が増すことを期待しております。 

そこで、河川拡幅などの大規模工事についての質問は譲

り、流域治水の観点から、甲府市の各施設や市民各個人宅

への雨水ます、雨水浸透ます設置や、宅地造成地等への調
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整、調節池設置での洪水対策についてお聞きします。 

現在、本市の河川改修は台風性の雨災害を想定して、時

間雨量４５ミリと５年確率により計算がされ、改修が進め

られていることを承知しています。しかし、過去本市で  

平成１６年８月７日に発生した７６ミリの基準を超えるよ

うな短時間での一極集中型ゲリラ豪雨の場合、台風時と降 

雨形態が違うことから、流下能力を高めるだけの改修では

中小河川流域の浸水被害の減少効果が上がらない可能性が

高いのではないかと、少なからず懸念をしております。 

また、都市部の用地買収を考えた場合、大きな予算規模

であることから、財政面への大きな負担を伴い、着工進捗

がおくれるケースが見受けられます。これらを勘案すれば、

費用が少なく済み、段階的に雨水を河川へ流し、地中へ浸

透させる機能も有する防災用として、調整池、調節池 

が必要と考えます。また、一般家庭へは、雨水ます、雨水

浸透ますの設置が、川の外側での流出抑制による流域治水

として、洪水対策に対しては費用対効果が高い措置ではな

いかと考えております。 
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そして、この理由の一番重要となる浸透能力について調

べてみますと、甲府市の地下への浸透速度は、７４０リッ

トル・パー・アワーから５０リットル・パー・アワーであ

り、市施設や多くの一般家庭に浸透ますが設置された場合、

ゲリラ豪雨による浸水被害の軽減はかなり期待がされるも

のと予測しています。 

２０１１年６月に公明党は、雨水利用及び雨水貯留浸透

施設の推進に関するプロジェクトチームを立ち上げて以来、

検討を重ね、今国会にて、議員立法により法案が提出され

る運びとなりました。その後、衆参両院で雨水の利用の推

進に関する法律案として提出され、今国会の衆参両院にて

全会一致で可決がなされました。 

雨水浸透ますについては、現在市役所仮庁舎に、従来か

ら進められてきた水環境悪化対策の雨水ます設置事業とし

て雨水ますが設置されていることを確認しておりますが、

これに加え、市各施設に流域治水での設置とあわせれば、

環境とともに一石二鳥の施策となり得ると考えておりま 

す。 
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次に、浸水被害多発地域を中心に予測をした場合ですが、

特に市東部、南部地域は洪水ハザードマップでの指定地域

であり、宅地化も急激に進んでいる地域であります。宅地

化が進むことにより、従来は浸水に対して効力があった 

ブドウ畑や田畑など、前段で述べた危険地域での雨水浸 

透力や、浸水・洪水防止に大いに寄与していた箇所も、  

コンクリート張りやアスファルト化が進行し、開発と反比

例で浸水発生の危険性が高まっていると考えております。 

地域住民も、過去からの体験、また従来からの浸水に対

する地域での教訓から、現状の地域の変わりようには心配

の声が上がっております。 

初めに、１点目の質問を行います。国の法案内容、諸課

題を勘案して、市の各施設に対し、流 

域治水を目的とし、雨水浸透ます、防災調整池、防災調節

池設置のお考えがあるか、お伺いします。また、これとあ

わせ、一般家庭についても、施策拡大策として、雨水ます、

雨水浸透ますの設置補助助成制度等の創出についての当局

の御所見をお聞かせください。 



 36

次に、２点目の質問です。浸水発生多発地域への浸水予

防策として、新たな宅地造成等の開発申請が行われた場合、

開発面積や規模に応じ、また過去からの浸水被害発生状況

や雨水の浸透能力等の基準で総合的に判断して、雨水浸透

ますや防災調整池、防災調節池等を流域治水対策措置 

として行える形にした条例改正も含む設置努力義務等の施

策創設のお考えがあるのか、この点につき当局の御見解を

お示しください。 

 

（宮島雅展市長 登壇） 

○市長答弁（宮島雅展市長） 

 佐野議員のゲリラ豪雨対策についての御質問にお答えを

します。 

昨今の地球温暖化の影響と思われるゲリラ豪雨は、これま

での想定を超える雨量を伴い、発生からごく短時間で浸水

被害を発生させています。 

昨年度は、大雨、洪水などの注意報や警報が３０回以上、

今年度は現在まで２７回の発令がされており、その都度、
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職員が待機をし、パトロールを行うとともに、状況に応じ

て過去の被害箇所を交通規制するなど、早急な対応をして

いるところであります。 

このような中、豪雨等による浸水被害を防ぐため、一級

河川は国、山梨県において、その他の水路等は甲府市にお

いて、計画的に改修工事を進めています。 

しかしながら、河川改修工事だけではゲリラ豪雨への 

対応は困難でありますことから、流域全体での治水対策と

して、雨水の流出を抑制することが重要となります。 

その対策の１つとして、現在、甲府市の施設においては、

雨水浸透ますや透水性舗装の整備を進めるとともに、山梨

大学・山梨県と連携をし、研究も進めています。 

なお、一般家庭への雨水浸透ますの設置につきましては、

多くの市民の皆様に御活用いただけますよう、設置の必要

性や助成制度のあり方などを今後、調査研究してまいりま

す。御理解を賜りたいと存じます。 

以上です。 
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○都市建設部長答弁（薬袋哲男 都市建設部長） 

 宅地開発時における雨水対策についてお答えします。 

本市における開発行為許可においては、良質な宅地水準

を確保するため、都市計画法をもとに要綱を定め、排水施

設を初めとする各施設について技術基準を設ける中で、制

度運用を図っているところであります。 

排水施設計画に当たっては、開発区域からの雨水排水に

ついて、放流先の排水能力や利水能力等を勘案し、河川管

理者などと協議を行うとともに、必要に応じて調整池など

を設置するよう指導しております。 

また、開発造成地における雨水浸透ますの設置につきま

しては、造成計画の内容や土質などを考慮する中で、事業

者の提案により設置しているところもございます。 

今後は、農地の減少による雨水流出状況の変化などを踏

まえ、河川流域全体の状況把握に努める中で、雨水ます、

浸透ます設置の義務化について、要綱の見直しなどの検討

を行ってまいります。以上でございます。 
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○佐野弘仁 再質問 

御丁寧な御答弁、本当にありがとうございました。 

市施設、一般家庭への雨水ます、雨水浸透ますの補助は、

国がその対策の緒についたばかりですので、今後の動向を

見ながら、防災・減災の観点からも打つことのできる対策

の手を打っていただきたいと考えております。 

また、一般家庭への市の補助については、どうか今後、

推進の御検討をお願いしたいと要望いたします。 

２つ目の御答弁にありました内容で、繰り返しになります

が、ゲリラ豪雨は２０年前より４７％の増となっておりま

す。また、既に時間７０ミリの基準を超えるようなゲリラ

豪雨が実際に発生しております。当局も現状の発生頻度や

環境影響等を勘案されての基準見直しの御検討ということ

に対しまして、大いに私自身も感謝をしたいと思います。 

今後は、引き続き私自身も多発地域をつぶさに注視、そ

れから観察をして確認をしながら、状況の推移を見守りた

いと思っております。最後になりますが、当局におかれま

しては、浸水等が発生した場合の従来どおりの御対応や、 
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また、緊急時のより一層の御対応を要望させていただきま

して、質問を締めさせていただきます。 

 

以上全問につき公明党の代表質問を終わります。 

ご清聴、感謝致します。大変にありがとうございました。 


